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 セメント消費量の都道府県間差への 
人口増減の影響度合いに関する 
建設需要発生要因別の考察 
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最近30年間におけるセメント消費量の地域差におよぼす人口増加率の影響度合いを，土木・民需建築・
官公需建築の3種類の建設需要発生要因ごとに明らかにした．各5年間ごとのセメント消費量の，前年度末
時点での累積セメント消費量に対する比率の年間平均値として定義したコンクリート増加率をセメント需
要の指標とした．各都道府県における各用途のコンクリート増加率，全世代人口1人当たりのコンクリー
ト増加率および生産年齢人口1人当たりのコンクリート増加率を求め，全国をまとめて1地域とした場合の
1人当たり平均値とのバラツキを定量化した．最近10年間においては土木向けと民需建築向けのセメント
需要における生産年齢人口1人当たりのコンクリート増加率のバラツキが最も小さくなった．  
 
     Key Words :セメント消費量，コンクリート増加率，人口，生産年齢人口，地域間差 
 
 
1. はじめに 
 
(1)ストック量に対するフローの量を指標として建設投
資を論じる必要性 
土木構造物や建築物（以下，「構造物」とする）は建
設されてから少なくとも数十年は使用されるものであり，
使用されるということの需要とその建設の需要とは時期
が一致するとは限らない．したがって，ある時点での建
設投資なり需要の妥当性なりその要因を論じる際であっ
ても，それ以前に建設された構造物の量（それまでの累
積量）も考慮に入れる必要がある． 
また，建設投資の指標の選択にも注意を払う必要があ
る．筆者は，時代や国による物価水準の差異に関係の無
い，建設した（建設する）構造物の量を指標とすること
の有用性を認識し，最も重要な建設材料であるコンクリ
ートに必要不可欠なセメントの使用量を構造物量の指標
として建設需要の動向に関して研究を行ってきた． 
以上の必要性から，筆者は，建設投資の推移や地域差
を論じるために，指標「コンクリート増加率」を定義し
た1)．当該年度におけるセメント消費量の，その前年度
末までのセメントの累積使用量に対する比率をその年度
における「コンクリート増加率」と定義した（式(1)）．
すなわち，新規の建設需要の，現存する構造物の量（ス
トック量）に対する比率である． 
 
（コンクリート増加率）＝（当該年のセメント消費量）
÷（前年末までの累積セメント消費量）                 (1) 
 
「コンクリート増加率」は，構造物がすでに量的に充
足している時期に建設投資を論じることを意図して定義
した．構造物が量的に充足した時代においては，フロー
としての建設投資を説明する際には，ストック量との関
係（比率）が有用であると見なしたからである．  
 
(2)コンクリート増加率の地域差の説明変数としての人
口増加率 
  構造物が量的にはほぼ充足したと見なしても良いと思
われるわが国ではあるが，構造物の新規需要ひいてはセ
メント需要には地域差が存在する（図-1）2)．筆者は，
このような地域差の説明変数として，人口増加率に着目
した．量的に充足した時期であれば，新規の構造物の需
要を左右する最大の要因は人口増加であると想定したか
らである．実際，この30年間の各都道府県の人口増加
率とコンクリート増加率との間には，この 10年間によ
り高い相関が見られた 2)． 
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図-1 各都道府県のコンクリート増加率【2009年度】 
【都道府県コードの順番；右端は全国平均値】 
 
 
さらに，コンクリート増加率から人口増加率を差し引
いた「1人当たりのコンクリート増加率」を定義しセメ
ント需要の地域差を定量化した 2)．第n－1年度末時点
での累積セメント消費量をSn-1とし，第n年度の人口増
加率をn，1人当たりのコンクリート増加率をnとする
と，第 n年度末時点での累積セメント消費量Snは， 
 
Sn ＝ (1＋n)(1＋n) Sn-1  
＝ (1＋ n＋ n ＋ n n) Sn-1 
≒ (1＋ n＋ n) Sn-1               (2)
                   
となる．式(2)の末尾は， nも nも値はたかだか数%で
あり，乗ずることにより n nは無視できる大きさとな
ることから近似したものである．したがって， n＋ n，
すなわち人口増加率と人口 1人当たりのコンクリート増
加率の合計をコンクリート増加率とした．そして，各都
道府県の 1 人当たりのコンクリート増加率を nを求め，
全国平均の値からのバラツキ（全国平均値に対する二乗
平均誤差の値の比率）の推移を求めた（図-2）．その値
が小さいほど，人口増加率がセメント消費量の地域差を
説明できる割合が高いと見なした．
 
 
図-2 コンクリート増加率の全国平均値に対する各都道
府県の値の誤差の平均値の比率の推移 2) 
 

その結果，1980 年度から 90年度にかけて誤差比率が
小さくなる傾向，すなわち，人当たりコンクリート増
加率の地域差が小さくなる傾向にあることが確認された
が，2000 年度以降から再び上昇する傾向が確認された．
建設投資の地域差を説明するためには，単に人口増加率
を用いるだけではなく，改善の余地があると見なした．

(3)本論文の位置づけと目的 
  本論文では，近年のわが国におけるセメント需要の地
域差を生じさせている要因を明らかにすることを目的と
して，既往の研究に新たに 2つの視点を導入するもので
ある． 
  1 つ目は，建設需要の発生要因を分けることである．
そもそも，建設需要の発生要因が一様であることは有り
得ないからである．目の前の，実際の需要に応じて生じ
るものが多い民需と，その一方で，地域間格差の是正を
目的とした先行投資も行われ得る官公需の両者が存在す
る．建設投資に対する意思決定基準の違いが存在してい
ると考えた．また，人口 1人当たりでは必要量の差が比
較的小さいと思われる建築物と，場所により大きく異な
る地形や自然環境に対応するために建設される土木構造
物では，1 人当たりのセメント消費量について人口増加
率のみでは差異の説明がつきにくいことと想定した． 
そこで本研究では，セメント消費量を，わが国におけ
るセメント消費統計の一番大きな括りである「土木向け」
「民需建築向け」「官公需建築向け」の 3つに区分して
論じることとする． 
  2 つ目は，人口増加率について，新たな指標を導入す
ることである．これは，藻谷の説にもとづくものである．
すなわち，藻谷は近年の需要減少の原因を少子化に伴う
15歳から 64歳までの生産年齢人口の減少に求める説を
発表した 3)．経済活動の主体である生産年齢人口の減少
により，需要の減少が生じているとする説である．さら
に藻谷は，この説を日本において生産年齢人口の増減に
差が生じている地域間に適用して，経済活動の好調不調
が生じている理由を説明している． 
  本研究においても，新規の建設需要を産み出す主体と
して生産年齢人口の可能性を考慮し，これまでの単なる
人口増加率（以下，区別するために「全世代人口増加率」
とする）のみならず，生産年齢人口増加率もセメント消
費量の地域差を説明する要因として考察対象とした．全
世代人口増加率よりも，生産年齢人口増加率の方がセメ
ント需要の地域差をより説明することが可能であると想
定した． 
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2．仮説の設定と検証方法 
 
  本研究において設定した仮説は「セメント需要の地域
差（都道府県間差）が人口増加率の差によりもたらされ
る」である． 
その検証を，コンクリート増加率と人口増加率から求
められる各都道府県の1人当たりのコンクリート増加率
の，全国をまとめて1地域とした場合の1人当たりコン
クリート増加率との間のバラツキを定量化することによ
り行う．バラツキが無ければ，都道府県間差を生じさせ
ている要因が人口増加率のみと判断されることになる．
バラツキがゼロから大きくなるに従い，人口増加率以外
の要因がセメント需要の都道府県間差に及ぼす影響の比
重が高くなると解釈する． 
  都道府県間のバラツキの値は，各都道府県における対
象とする指標の全国平均値（全国をまとめて1地域とし
た場合の値）との差を2乗して全都道府県分を合計し，
都道府県の数で割った値の平方根の，全国平均値に対す
る比率（これを「平均誤差率」と呼称）とした． 
  なお，沖縄県におけるセメント消費量統計は本土復帰
以後の 1973 年度からのものしかないため，「コンクリ
ート増加率」の値が，セメント消費の累積量（分母）の
小ささゆえ，統計開始しばらくは他都道府県よりも大き
めの値となる．そこで本研究では，沖縄県を除いた 46
都道府県間のバラツキと，沖縄県を含む 47 都道府県間
のバラツキを併記して論じることとした． 
本研究では，建設需要の発生要因（セメントの用途）
として，「土木」「民需建築」「官公需建築」の 3つに
区分して，それぞれの用途についての 1人当たりのコン
クリート増加率の都道府県間のバラツキ（平均誤差率）
をもとめ，用途による違いを明らかにする． 
1人当たりのコンクリート増加率を求める際に使用す
る「人口増加率」は全年齢層を対象とした「全世代人口
増加率」および「生産年齢人口増加率」の 2種類である． 
 
3．各用途向けの各都道府県におけるセメント消費
量の求め方 
 
各都道府県における各用途（土木，民需建築，官公需
建築の3区分）のセメント消費量を，以下の方法により
求めた． 
 
(1)セメントの製造・販売場所とコンクリートの施工・
建設場所が一致していない分の調整 
セメント販売店所在地の都道府県ごとの統計である，
セメント協会による都道府県別需要部門別セメント販売
高統計4)を基本とし，コンクリート打設地の都道府県ご
との統計である全国生コンクリート工業組合連合会によ
る生コンクリート出荷高統計5)および同連合会への聞き
取り調査結果をもとに，埼玉県の「生コンクリート」用
セメント販売高のうち24%を東京都分に振り向け，神奈
川県の「生コンクリート」用セメント販売高のうち18%
を東京都分に振り向けた．そして，北海道と沖縄県向け
の「セメント製品（工場製品）」用セメント販売高を除
いた45都府県向けのセメント販売高を合計し，「セメン
ト製品」用向け以外の販売高の比率に応じて按分した．
いずれも，コンクリートの製造と建設場所とが一致して
いない分の調整である．  
 
(2)各用途：土木・民需建築・官公需建築の区分 
セメント協会統計における「需要部門」は，「鉄道」
「電力」「セメント製品」「生コンクリート」「港湾」
「道路橋梁」「土木」「官公需建築」「民需建築」「自
家用」「その他」に分かれている． 
本研究では，「鉄道」「電力」「道路・橋梁」向けセ
メント出荷量を全て「土木」向けに組み入れた． 
「生コンクリート」向けは、別途，経済産業省の「生
コン統計」6)中の各用途「土木」「官公需建築」「民需
建築」の構成比率によって按分した． 
ここまでで得られた3用途向けの各出荷量の構成比率
によって「セメント製品」「その他」向けセメント出荷
量を按分した．「セメント製品」は工場製品，「その他」
はセメントメーカーから建材店に卸される分を指してい
てこれだけでは用途が不明であるので、生コン向けと現
場向けの量として確定している「土木」「官公需建築」
「民需建築」の構成比率により按分した（図-3）． 
なお、セメント工場による「自家消費分」は1%にも
満たない微少量であるので集計からは除外した． 
 
 
図-3セメント協会統計を大枠として経済産業省生コン
統計によって3つの用途に区分する方法 
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(3)各用途の1人当たりセメント消費量の算出 
 以上の方法によって求めた各年度の各都道府県にお
ける「土木」「民需建築」「官公需建築」の3種類の各
用途のセメント消費量を，毎年度の人口で割った値が各
用途の「1人当たりセメント消費量」である． 
各用途の全国平均の1人当たりセメント消費量の推移
を示す（図-4）．2010年度は全用途の合計が320kg/人，
内訳は土木向けが149 kg/人，民需建築向けが141 kg/人で
両者で大半を占め，官公需建築向けが30 kg/人で1割にも
満たない程度であった．  
 
 
図-4 全国平均の各用途の1人当りセメント消費量の推
移【1980～2010年度】 
 
 
4．各用途のコンクリート増加率および1人当りコ
ンクリート増加率およびその地域差を求める方法 
 
(1)累積セメント消費量の算出 
   「コンクリート増加率」を求めるには当該年度の消費
量のみならず累積の消費量を求める必要がある． 
セメント協会による「都道府県別需要部門別セメント
販売高」統計は1950年度（昭和25年）からのみ存在して
いる．一方，わが国におけるセメント消費量の統計は
1920年（大正10年）に始まっている．本来は全ての販売
高を合計すべきではあるが，戦前のセメント消費累積量
は戦後からのそれと比較して，1979年度末まででわずか
4%と圧倒的に少ないため，近年のコンクリート増加率
を対象とする本研究では対象としなかった． 
ただし，沖縄県については，本土復帰後の1973年度以
降からの統計データしか存在しないため，沖縄を含む場
合と除く場合の両方について考察を行っていく． 
コンクリートの廃棄の量については，1990年度でセメ
ント消費換算で新設の4%弱，最新のものでは2008年度
で同8%弱との調査結果が得られている7)．現時点で廃棄
量が累積の消費量の1割に達していることはありえない
と思われる．また，同じ日本国内であり廃棄に関しても
同じような傾向となっていると思われ，地域差の要因を
明らかにする本研究では影響は無しと見なし，廃棄の量
を考慮しなかった． 
 
(2)コンクリート増加率の算出 
各用途について，当該年度の前年度いっぱいまでの累
積消費量に対する当該年度の消費量の比率が，「コンク
リート増加率」である． 
式(2)で示したように，「コンクリート増加率」から
当該年度の「人口増加率」を差し引くことにより「1人
当たりコンクリート増加率」を求めた．ここでの「人口
増加率」が，対象とする指標により「全世代人口増加率」
となったり「生産年齢人口増加率」となったりする． 
 
(3)毎年ではなく5年間の年平均値とする 
    わが国で使用されている人口統計は，全世代人口・
生産年齢人口を問わず，5の倍数（5n）年に行われる国
勢調査（全数調査）を基本として，その間の4年間分に
ついては，同調査結果をもとに推計・補間したものを使
用している．そのため，国勢調査前年の(5n－1)年と国
勢調査年の5n年との間は，連続性がやや欠けたものとな
っている（たとえば，図-2）．そこで本論文では，人口
増加率については，国勢調査年のデータ8)のみを用い，
各5年間ごとの年平均値を用いることとした．これに合
わせて，コンクリート増加率も，5年間の値の年平均値
を求めて用いることとした． 
     セメント消費量は(5n＋1)年4月1日から(5(n＋1)＋1)年3
月31日までの5年間分の合計を一期間とした．例えば，
最新の統計データについては，2006年4月1日から2011年
3月31日までの5年間のセメント消費量の合計を，2005年
度末までの累積消費量で除し，それを5で割った値が
「（5年間の年平均）コンクリート増加率」となる． 
「人口増加率」は5(n－1)年10月1日現在の人口または
生産年齢人口（国勢調査日）を基準とし，5n年10月1日
までの5年間の人口または生産年齢人口の増加率の年平
均値とした．例えば，最新の「人口増加率」は2005年国
勢調査結果を起点とし2010年国勢調査結果までの増加率
を5で割った値が「（年平均）人口増加率」となる． 
 
(4)1人当りコンクリート増加率を求める方法 
  本論文では，式(2)を用いて，を「全世代人口1人当
り」または「生産年齢人口 1人当り」として，それぞれ
についての1人当りコンクリート増加率を求めた． 
 
(5)1人当りコンクリート増加率の都道府県間差（バラ
ツキ）を求める方法 
  各都道府県における 1人当たりのコンクリート増加率
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と全国一本の 1人当たりコンクリート増加率の差を 2乗
して全都道府県分を合計して平均し，その平方根を求め，
全国をまとめて 1地域とした場合の 1人当たりコンクリ
ート増加率との比率（以下，「平均誤差率」と呼称）を
求めた．これを「1 人当たりコンクリート増加率の都道
府県間のバラツキ」と定義した． 
 
5．用途別コンクリート増加率の都道府県間差につ
いての計算結果 
 
  以上，第 4章までに述べた方法により，全用途合計，
土木向け，民需建築向け，そして官公需建築向けの各コ
ンクリート増加率の都道府県間のバラツキを，全国をま
とめて 1地域とした場合の平均値に対する平均誤差の比
率として，5 年間ごとの合計 30 年間の推移を求めた．
「コンクリート増加率」としては， 
 
・コンクリート増加率（1 人当たりではない，全体
の）【グラフ中の凡例では Inc_Toと表記】 
・全世代人口 1 人当たりのコンクリート増加率
【Inc/AG】 
・生産年齢人口 1 人当たりのコンクリート増加率
【Inc/PP】 
 
の 3 種類を求めた（図-5～12 および付録-1）．各用途
ごとに，沖縄県を含むものと含まないものをぞれぞれ示
した．グラフ中，各 5(n－1)年度と 5n年度の中間に値を
表示した．さらに 2005-2010 年度の各用途の各都道府県
における各コンクリート増加率を図示した（付録-2）. 
 
(1)全用途合計 
  全用途合計（＝土木・民需建築・官公需建築向けのセ
メント消費量の合計）のセメント消費量による3種類の
コンクリート増加率の推移を示す（図-5, 6）． 
 
図-5 全用途合計のコンクリート増加率の都道府県間の
バラツキの推移（沖縄県を含む） 
 
 
 
図-6 全用途合計のコンクリート増加率の都道府県間の
バラツキの推移（沖縄県を除く） 
 
 
   3 種類のコンクリート増加率共通の傾向として，1990
年代に平均誤差率が約 10%と 30 年間で最も小さかった．
1980 年代は平均誤差率の最も小さなものがコンクリー
ト増加率であったのに対し，2000 年代に入ると生産年
齢人口増加率の平均誤差率が最小となった．最新の統計
の 2005～2010年度の 5年間では，生産年齢人口 1人当た
りの平均誤差率は18.4%であった．  
なお，沖縄県を含むものと除くものとでの明らかな違
いは，沖縄県の統計開始から十年しか経過していないた
めに累積に対する比率の「分母」が小さい 1980 年代に
見られた．  
 
(2)土木向け 
  土木向けのセメント消費量による3種類のコンクリー
ト増加率の推移を示す（図-7, 8） 
    3種類の「コンクリート増加率」共通の傾向として，
1990年代に平均誤差率が 10%代と 30年間で最も小さか
った．1980 年代は平均誤差率の最も小さなものがコン
クリート増加率であったのに対し，2000 年代に入ると
生産年齢人口増加率の平均誤差率が最小となった．ただ
し，最新の統計の 2005～2010 年度の 5 年間では，生産
年齢人口 1人当たりの平均誤差率は 22.0%（沖縄県を除
く場合は 22.2%）であり，それ以前の 5 年間より 7%弱
上昇した．  
なお，沖縄県と含むものと除くものとでの明らかな違
いは，沖縄県の統計開始から十年しか経過していないた
めに累積に対する比率の「分母」が小さい 1980 年代に
見られた．これは全用途向けと同様である． 
 
 
0 
10 
20 
30 
40 
50 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
各
指
標
の
平
均
誤
差
率
(%
)
年度
Inc_To
Inc/AG
Inc/PP
0 
10 
20 
30 
40 
50 
1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010
各
指
標
の
平
均
誤
差
率
(%
)
年度
Inc_To
Inc/AG
Inc/PP
I_235
  
 
図-7 土木向けのコンクリート増加率の都道府県間のバ
ラツキの推移（沖縄県を含む） 
 
 
 
図-8 土木向けのコンクリート増加率の都道府県間のバ
ラツキの推移（沖縄県を除く） 
 
 
(3)民需建築向け 
  民需建築向けのセメント消費量による3種類のコンク
リート増加率の推移を示す（図-9, 10） 
2000 年代に入り，民需建築向けでは，「生産年齢人
口 1人当たりコンクリート増加率」「全世代人口 1人当
たりコンクリート増加率」「コンクリート増加率」の順
番で平均誤差率が小さくなり，当初の予想通りの結果と
なった．また，この 30年間で生産年齢人口 1 人当たり
コンクリート増加率の平均誤差率がほぼ低下傾向にあっ
た．セメント需要の地域差の主要因としての地位が高ま
ってきたといえる． 
ただし，最新の統計の 2005～2010 年度の 5 年間では，
生産年齢人口 1人当たりの平均誤差率は 14.9%（沖縄県
を除く場合は 14.6%）であり，それ以前の 5年間より 3
～4%上昇した． 
 
図-9 民需建築向けのコンクリート増加率の都道府県間
のバラツキの推移（沖縄県を含む） 
 
 
図-10 民需建築向けのコンクリート増加率の都道府県間
のバラツキの推移（沖縄県を除く） 
 
 
(4)官公需建築向けセメント消費量の都道府県間差 
官公需建築向けのセメント消費量による3種類のコン
クリート増加率の推移を示す（図-11, 12） 
  前二者（土木向け，民需建築向け）とは異なり，各コ
ンクリート増加率を指標とした官公需建築向けセメント
消費量の都道府県間のバラツキ（平均誤差率）について
は，コンクリート増加率が 20%前後で推移してきたこと
以外，明確な傾向が得られなかった．全世代人口増加率
や生産年齢人口増加率を考慮すると，各期間どうしの変
動が大きかった． 
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図-11 官公需建築向けのコンクリート増加率の都道府県
間のバラツキの推移（沖縄県を含む；ただし2005～
2010年度の Inc/AGは63.8%） 
 
 
 
図-12 官公需建築向けのコンクリート増加率の都道府県
間のバラツキの推移（沖縄県を除く；ただし2005～
2010年度の Inc/AGは63.5%） 
 
 
(5)最近十年間の各用途向けの生産年齢人口1人当たり
コンクリート増加率の比較 
  以上示した生産年齢 1人当たりのコンクリート増加率
のうち，最近十年間（2000～2005，2005～2010 年度の各
用途向けの平均誤差率を比較した（図-13）． 
  民需建築，土木，官公需建築の順に平均誤差率が小さ
かった．生産年齢人口増加率は，今回着目した 3種類の
用途のうち，民需建築向けセメント需要の都道府県間差
を最も良く説明することが出来たと言える． 
  ただし，民需建築向けセメント消費量の生産年齢人口
1人当たりのコンクリート増加率の平均誤差率は 2000～
2005年が底であり，最新の5年間では上昇している．こ
の原因については新たな考察が必要である． 
 
 
図-13 最近10年間の生産年齢1人当りのコンクリート
増加率の平均誤差率の各用途間の比較（含沖縄県） 
 
 
6．一人当たりセメント消費量の都道府県差 
  参考として，5 年間ごとの一人当たりセメント消費量
の都道府県間差の推移を，沖縄県を含むものと含まない
ものとの両方を求めた（図-14, 15）．「コンクリート増
加率」の都道府県間差を求めるのと同様，全国をまとめ
て 1地域とした場合の一人当たりセメント消費量に対す
る二乗平均誤差の比率を「平均誤差率」として示した．
グラフ中，各 5(n－1)年度と 5n年度の中間に値を示した． 
その結果，各期間ごとの一人当たりの消費量自体では，
土木向けの都道府県間差が平均誤差率で 6～7 割で圧倒
的に大きく，一方で民需・官公需向けを問わず都道府県
間差は最大でも 3割程度と小さいことが分かった．これ
は，場所により自然条件や地形による差異が生み出す土
木構造物の需要と，居住空間の確保が主目的であり一人
当たりの消費量の差が比較的小さい建築物の特性の差が
反映されたものであると思われる． 
 
 
図-14 一人当たりセメント消費量の都道府県間のバラツ
キの推移（沖縄県を含む） 
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図-15 一人当たりセメント消費量の都道府県間のバラツ
キの推移（沖縄県を除く） 
 
 
7．結論 
本研究は，最近 30 年間におけるセメント消費量の地
域差におよぼす人口増加率の影響度合いを，土木・民需
建築・官公需建築と 3種類の建設需要発生要因ごとに明
らかにするために行ったものである．5 年間ごとのセメ
ント消費量の，前年度末時点での累積セメント消費量に
対する比率の年間平均値として定義したコンクリート増
加率をセメント需要の指標とし，各都道府県における各
用途のコンクリート増加率，全世代人口 1人当たりのコ
ンクリート増加率および生産年齢人口 1人当たりのコン
クリート増加率を求め，各用途において全国をまとめて
1 地域とした場合の平均値との二乗平均誤差の比率をバ
ラツキの指標として，定量化した． 
以下に明らかになったことを述べる． 
1) 最近 10 年間では，土木向けと民需建築向けのセメン
ト需要において，3 種類のコンクリート増加率の指標
中，生産年齢人口 1人当たりのコンクリート増加率の
平均誤差率が最も小さくなった．また，平均誤差率自
体の値もこの 2005 年度までは低下傾向にあった．セ
メント需要の地域差の支配要因としての生産年齢人口
増加率の比重が高まってきたと言える． 
2) 土木向けと比較して，民需建築向けのコンクリート
増加率は，人口増加率，特に生産年齢人口増加率を考
慮することで，セメント需要の都道府県間差をよりよ
く説明可能であることが分かった．民需建築の需要発
生の特徴が反映された結果であると思われる． 
3) 官公需建築については，人口増加率を考慮したコン
クリート増加率がセメント消費量の地域差を説明可能
であるとは言えなかった．官公需建築向けのセメント
需要発生メカニズムについては，新たな考察が必要で
あると言える． 
4) 近年（2005 年度以降）の一人当たりコンクリート増
加率の平均誤差率の上昇について，新たな考察を行う
必要がある． 
 
謝辞: 本研究に使用したセメント消費量のデータの一部
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付録-1 各用途のセメント消費量から求めた各コンクリート増加率における平均誤差率の推移 
（単位：%；上：沖縄県を含む，下：沖縄県を除く；各用途とも平均誤差率が最低のものに色を付けた） 
 
 
 
  
（沖縄県を含む）    年 1980-1985 1985-1990 1990-1995 1995-2000 2000-2005 2005-2010
全用途合計
コンクリート増加率 23.9 15.0 12.0 10.6 15.7 19.2
全世代人口1人当コンクリート増加率 29.1 17.7 11.9 11.9 14.2 27.9
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 33.1 25.4 13.1 11.2 10.1 18.4
土木
コンクリート増加率 33.5 18.4 16.6 14.0 19.1 23.4
全世代人口1人当コンクリート増加率 37.4 24.5 19.1 17.8 23.5 34.6
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 41.1 33.5 20.2 16.0 15.4 22.0
民需建築
コンクリート増加率 25.2 17.5 13.5 13.4 16.0 20.8
全世代人口1人当コンクリート増加率 27.2 15.7 11.8 14.5 14.1 19.0
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 30.9 20.0 12.9 13.0 11.3 14.9
官公需建築
コンクリート増加率 30.9 21.8 13.8 18.9 26.1 25.2
全世代人口1人当コンクリート増加率 34.6 30.4 17.8 22.8 44.8 63.8
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 38.8 44.6 20.6 20.8 27.1 35.4
（沖縄県を除く）    年 1980-1985 1985-1990 1990-1995 1995-2000 2000-2005 2005-2010
全用途合計
コンクリート増加率 12.8 10.3 10.5 9.4 14.7 18.7
全世代人口1人当コンクリート増加率 17.4 13.8 11.3 11.7 14.2 28.2
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 22.7 22.2 13.1 11.2 10.1 18.4
土木
コンクリート増加率 20.1 13.6 14.9 12.2 16.8 22.4
全世代人口1人当コンクリート増加率 24.2 21.2 18.3 17.3 23.0 34.9
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 28.6 30.5 20.0 15.8 15.5 22.2
民需建築
コンクリート増加率 16.4 14.9 12.7 13.0 16.1 21.0
全世代人口1人当コンクリート増加率 18.5 12.9 11.5 14.5 14.1 19.2
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 23.0 17.3 12.9 13.1 10.8 14.6
官公需建築
コンクリート増加率 17.7 18.3 13.7 19.0 25.0 18.5
全世代人口1人当コンクリート増加率 21.8 28.1 18.0 23.0 45.1 63.5
生産年齢人口1人当コンクリート増加率 27.0 42.6 20.7 21.0 27.4 35.7
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付録-2 各用途の生産年齢人口一人当たりのコンクリート増加率（2005-2010年度） 
 
 
 
 
(1)土木向け生産年齢人口一人当たりの年平均コンクリート増加率（2005-2010年度） 
 
 
 
 
 
(2)民需建築向け生産年齢人口一人当たりの年平均コンクリート増加率（2005-2010年度） 
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(3)官公需建築向け生産年齢人口一人当たりの年平均コンクリート増加率（2005-2010年度） 
 
 
  
0 
1 
2 
3 
4 
5 
北
海
道
青
森
岩
手
宮
城
秋
田
山
形
福
島
茨
城
栃
木
群
馬
埼
玉
千
葉
東
京
神
奈
川
新
潟
富
山
石
川
福
井
山
梨
長
野
岐
阜
静
岡
愛
知
三
重
滋
賀
京
都
大
阪
兵
庫
奈
良
和
歌
山
鳥
取
島
根
岡
山
広
島
山
口
徳
島
香
川
愛
媛
高
知
福
岡
佐
賀
長
崎
熊
本
大
分
宮
崎
鹿
児
島
沖
縄
合
計
生
産
年
齢
人
口
一
人
当
た
り
の
年
平
均
コ
ン
ク
リ
ー
ト
増
加
率
(%
)
I_241
  
 
SHARE OF RATE OF POPULATION GROWTH IN CAUSE FOR INTER-
REGIONAL DIFFERENCE IN CONSUMPTION OF CEMENT FOR EACH TYPE 
OF SOURCE OF DEMAND FOR CONSTRUCTION IN JAPAN 
 
By Masahiro OUCHI 
 
Inter-regional difference in demand for construction in Japan for recent 30 years (1980 to 2010) was 
examined in terms of consumption of cement for each purpose in Japan and an effectiveness of increasing 
rate of concrete per capita of productive age population (15 to 64 years old) was verified.  The author has 
already defined the increasing rate of concrete as the ratio of the consumption of cement in a year to the 
accumulation up to the previous year.  The purpose of consumption of cement was classified into civil 
engineering, private buildings and public (government and municipal) buildings. Three types of indices 
were employed and the values for each purpose and prefecture in each year were obtained: increasing rate 
of concrete, increasing rate of concrete per capita, and increasing rate of concrete per capita of productive 
age population. The change of the coefficient of variation that was obtained as the ratio of the standard 
deviation to the average value was obtained for each purpose for recent 30 years was obtained. The in-
creasing rate of concrete per capita of productive age population was found to be the smallest and almost 
level off of the three indices for civil engineering structures and private buildings and its effectiveness 
was verified. 
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